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AEON Financial Service Co., Ltd.

Ⅰ. イオンフィナンシャルサービス株式会社のご紹介
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AEON Financial Service Co., Ltd.

設立 1981年6月20日

代表執行役 代表取締役社長 藤田 健二

連結営業収益 4,873億円（2020年度）

連結営業利益 406億円（2020年度）

連結従業員数 17,611人（2020年度）

時価総額 2,585億円（2022年1月末）

株価 / 単元株式数 1,197円（2022年1月末）/100 株

PER / PBR 10.3倍 / 0.64倍（2022年1月末）

決算期 2月期決算

会社概要
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AEON Financial Service Co., Ltd. 4

会社概要

当社は、イオングループの総合金融事業を担い、日本を含むアジア11ヵ国･地域で
事業を行う、小売業発の総合金融グループです。
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※金融認可事業を営む会社

ＡＦＳコーポレーション
（銀行持株会社）



AEON Financial Service Co., Ltd.

金融サービスを通じ、お客さまの未来と信用を活かす生活応援企業

経営理念

基本方針

お客さま第一
生活に密着した

金融サービスの
提供

社会の信頼と
期待に応える

活力あふれる
社内風土の

確立
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AEON Financial Service Co., Ltd.

会社設立（旧：日本クレジットサービス株式会社）１９８１

１９８７ 香港に支店設立、海外展開スタート

１９９６ 東証二部上場 / マレーシアに現地法人設立

東証一部上場１９９８

２００３ 業界初、年会費無料のゴールドカードを発行

２００７

２０１３ イオン銀行と経営統合、銀行持株会社体制へ移行
イオンフィナンシャルサービス株式会社に社名変更

タイに現地法人設立１９９２

１９９４ 株式店頭登録、イオンクレジットサービス株式会社に社名変更

２００９

イオン銀行開業

２０１９ イオンフィナンシャルサービス㈱の銀行持株会社から事業会社への移行
AFSコーポレーション株式会社（銀行持株会社）設立

２０１６ イオン銀行「通帳アプリ」のサービス開始
イオンカード公式アプリ「イオンウォレット」のサービス開始

キャッシュカード・ＷＡＯＮ一体型
「イオンカードセレクト」を発行

イオン・アリアンツ生命保険株式会社設立２０２０

沿革
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２００１ タイ取引所上場

１９９５ 香港取引所上場

２００７ マレーシア
取引所上場



AEON Financial Service Co., Ltd.
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AEON Financial Service Co., Ltd.
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貸金業法改正（完全施行は2010年6月）
➢グレーゾーン金利の廃止
（実質的な上限金利30％→20％へ引下げ）
➢貸付額の総量規制
（年収の1/3超の貸付禁止、1社で50万円
または他社合計で100万円超の貸付枠
付与時には所得証明の提出義務化）

リーマン・ショック



AEON Financial Service Co., Ltd.

当社の強み/イオングループの活用

イオングループの総合力：約300社 お得なグループ特典
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AEON Financial Service Co., Ltd.

当社の強み/豊富なチャネル

イオン店舗
19,288店

（内、国内14,806店）

イオン銀行店舗
（ISB）
143店

イオン銀行ATM

約6,400台

WEB
72.8%

カード会員獲得

イオングループ
店頭

50.6％

ISB
WEB

29.0%

外部
20.3%

住宅ローン事前受付

※イオン店舗数は2020年度、他は2021年度3Q実績 10



AEON Financial Service Co., Ltd.

当社の強み/圧倒的な海外展開

日本含む11か国に事業を展開

中華圏

メコン圏

マレー圏

★イオン（小売）展開

※（）内は展開した年
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AEON Financial Service Co., Ltd.

当社の収益構造と利益構成比

2020年度営業収益：4,873億円
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AEON Financial Service Co., Ltd.
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ショッピングリボ・分割、キャッシング
合計債権残高（億円）（※1）

カード(ショッピング・キャッシング合計）
取扱高（兆円）（※1）



AEON Financial Service Co., Ltd.

イオン銀行の特徴

便利なATMサービス

・24時間365日手数料無料
※イオン銀行キャッシュカード利用の場合

・入出金無料で使える提携ATMは
全国に約55,000台

・イオンカードの磁気を復元

・イオンカードのキャッシング
利用手数料無料（1,000円単位）

・振込手数料の引き下げ （’21/10/1～）

イオングループでの特典付きサービス

＜主な業容（2021年11月末時点）＞

・銀行預金：778万口座、残高総額 約4兆1,000億円

・営業債権残高：約3兆3,000億円

14



AEON Financial Service Co., Ltd.

2020年度営業収益：155億円

カード
ショッピング

カード
キャッシング

個人向け
無担保ローン

他

保険代理

＜香港での事業の特徴＞
・ 7人に1人は当社クレジットカードを保有
（2020年度会員数111万人）

・ イオンの小売グループでの割引特典
・ JALとの提携カードや日本の人気アニメの

券面カード発行等、日系ブランドが強み

【展開国・地域】
香港（現地上場）、深圳

国際事業－中華圏

香港の支店
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AEON Financial Service Co., Ltd.

＜タイでの事業の特徴＞
・ 個人ローン事業、クレジットカード事業は、

いずれもノンバンク 2位

両事業を行うノンバンクは当社のみ

2020年度営業収益：738億円

カード
キャッシング

カード
ショッピング

他

保険代理

個品割賦
（分割払い）

【展開国】
タイ（現地上場）、ベトナム、カンボジア、
ミャンマー、ラオス

国際事業－メコン圏

タイの支店

個人向け
無担保ローン
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AEON Financial Service Co., Ltd.

2020年度営業収益：476億円
キャッシング

カード
ショッピング

他保険代理

個品割賦
（分割払い）

＜マレーシアでの事業の特徴＞
・ノンバンク最大手であり、バイクローン
はシェアNo.１（新車登録台数の約3割）

・イオン小売事業とのアプリ、ポイントの
共通化によるグループシナジーを発揮

【展開国】
マレーシア（現地上場）、インドネシア、インド

国際事業－マレー圏

マレーシアの支店

個人向け
無担保ローン
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AEON Financial Service Co., Ltd.

・ テレワーク環境の整備（ノートPC配付）
・ 健康管理ツールの導入
・ グループ従業員へのワクチン職域接種

【AFS】
・ マレーシア、ベトナム、インドネシア、タイ、
カンボジアの各国政府へワクチン接種支援金を寄付

【ACSマレーシア】
・ 医療機関や軍、警察関係者への寄付
・ 航空業界、エンターテインメント業界への寄付

【イオンタナシンサップ】
・ 目の不自由な方へ
食料品・衛生用品を寄付

・ 医療機関へ医療機器や
衛生用品を寄付

地域・社会

従業員

防疫に配慮した店舗

新型コロナウイルス感染症拡大への対応

店頭窓口へ飛散防止パネル、除菌スプレーの設置

オンラインでのセルフ相談ブースの設置
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AEON Financial Service Co., Ltd.

Ⅱ. 経営環境と成長戦略
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AEON Financial Service Co., Ltd.

キャッシュレスの
推進

アジア圏の
経済成長
人口増加

グローバルな
金融包摂の促進

日本国内の
少子高齢化

デジタル技術進化
ECの拡大

異業種参入
規制環境の変化

ビジネスの継続的な変化が必要

健康志向の
高まり

気候変動への
対応

当社を取り巻く経営環境
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AEON Financial Service Co., Ltd.
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AEON Financial Service Co., Ltd.

目指すべき姿

中期経営計画

① イオン生活圏の構築に向けたインフラ作り

② 地域・お客さまの生活インフラニーズ取込

③ リスク・コストコントロール能力の向上

① デジタル金融包摂の実行

② 事業・提供商品・展開エリア拡大

③ 都市と地方ニーズ/エリア別戦略

国内事業 国際事業

いつでも、どこでも、安全、安心、便利でお得

第二の創業：バリューチェーンの革新とネットワークの創造

目指すべき姿と成長戦略
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AEON Financial Service Co., Ltd.

国内事業/イオン生活圏の構築

国内事業の目指すべき姿

外部
パートナー

イオングループ

ID
WAON POINT

AEON Pay
カード決済

AFS

WAON POINT
AEON Pay販促

健康ニーズ
取り込み

イオンカード会員
基盤の活用

投資商品
カード決済拡大

・イオンカード会員さまの基盤を活用し、
ポイントや決済の利用場所拡大や、
提携企業との新規事業に取り組む

・イオングループから、外部のパートナー
企業へとネットワークを広げ、
クロスセルにつなげる

・事業活動を通じて、持続可能な社会の
実現に貢献

お客さまにとって、
最も価値ある生活圏へ

ネットワーク拡大

クロスセル最大化

ID・WAON POINT
AEON Pay・カード決済

E 環境貢献 社会支援S

G ガバナンス強化

サステナビリティ戦略
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AEON Financial Service Co., Ltd.

国内事業/イオン生活圏の構築：グループ共通のポイント・アプリ、コード決済の導入

*１WAON POINT未加盟店と一部WAON POINT加盟店で、電子マネーWAONでお支払いの場合は、WAONポイントがたまります。
※ポイント付与のタイミングは以下のとおりです。
◆クレジット・デビットでのお支払いの場合：毎月25日
◆電子マネーWAON・現金でお支払い(カード提示)の場合：お支払い時

24

■ポイント制度の変更（2021/9/11～） ■共通アプリ及び決済機能（2021/9/1～）

・トータルアプリ「iAEON」 ・決済機能「AEON Pay」



AEON Financial Service Co., Ltd.

■保険仲立人会社を買収

・既存仲立人会社への100%出資について当局認可
を取得、10月1日付けで新会社を設立、子会社化

・仲立人への転換により、取扱保険を拡充。マレーシア
のイオングループ顧客に包括的な金融サービスを提供

国際事業①デジタル金融包摂の実行、②事業・提供商品・展開エリアの拡大 (マレーシア)

■デジタルバンクライセンス申請

・6月30日にデジタルバンクライセンスを申請。現在
当局による審査中(2022年度第1四半期に発行予定)

・デジタル技術(AI・データ分析)を活用し、アプリ
を通じたサービス提供、お客さまライフステージに
フィットした商品を必要な時に必要な分だけ提案す
るモデルを検討

デジタル金融包摂の実行

事業・提供商品・展開エリアの拡大 【保険代理店と保険仲立人の違い】

金融包摂、キャッシュレス社会の実現

マレーシアにおけるイオン生活圏
構築の基盤となる

最新のテクノロジー、AI 解析技術
オンラインサービス開発への挑戦

(将来へのスタディ）

【設立目的】

①

②

③

代理店(現状) 仲立人(今後)

ライセンス

取扱保険
会社数

不要

損保2社
生保1社

必要

制限なし

国際事業/金融包摂の推進：新しいお客さまの取り込み
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AEON Financial Service Co., Ltd.

国際事業①デジタル金融包摂の実行、②事業・提供商品・展開エリアの拡大 (タイ)

デジタル金融包摂の実行

事業・提供商品・展開エリアの拡大

■オンライン事業主向けナノファイナンス

・鉄道運営BTSグループとの合弁会社を4月に設立

・品物の配送データ等を審査に活用し、定収入のない
お客さま層への基盤拡大を図る

■新たな顧客層への個人ローン提供
・デジタル化推進によるアクセス改善と、新たな審査
手法(公共料金の支払い履歴等で判断)の活用により、
月収8千バーツ未満の層へ個人ローンの提供を試行

【労働人口3,800万人の月収分布】

52%:8千B以下

11%:8千-1万B以上

37%:1万B以上

既存ターゲット層

デジタル化推進や
新たな審査方法による
ターゲット層拡大

■タイの保険事業を再編

・保険販売事業を営むタイ子会社の事業をイオン
タナシンサップに統合

・イオンタナシンサップの既存顧客等にデジタル
チャネルを活用して保険販売、クロスセルを推進

旅行保険

がん保険

アプリで簡単に保険申込
クレジットカードで

支払可能

15,000

10,000

9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

国際事業/金融包摂の推進：新しいお客さまの取り込み
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AEON Financial Service Co., Ltd.

サステナビリティ/基本方針の制定・マテリアリティの特定

サステナビリティ基本方針

27

当社グループは、「お客さまを原点に平和を
追求し、人間を尊重し、地域社会に貢献する」
というイオンの基本理念のもと、「持続可能な
社会の実現」と「グループの成長」の両立を目
指します。

当社グループは、社会の持続的発展があって
こそ事業を展開できることを自覚し、環境保全
活動や社会貢献活動に取り組んでいます。

また、当社グループの事業が、国内外を問わ
ず、社会に欠くべかざるインフラの一つとして
位置づけられるものとなるように、事業活動を
通じて創出する経済価値と地域社会が享受する
社会価値の双方が両立するサステナビリティ経
営を推進してまいります。

マテリアリティの特定
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■クリーンエネルギーの普及促進(イオンプロダクトファイナンス)

・イオンプロダクトファイナンスでは、ソーラーローンの提供を通じて、「脱炭素型ライフスタイル」への転換をサポート

■イオングループの省電力化をサポート(ACSリース)

・ACSリースでは、リース事業を通じてイオングループ店舗への省エネ
設備の導入を促進

・省エネ機器の取付により既存設備を入替せずに、電力消費量を削減する
サービスを提供

（電力削減量に応じて手数料を得る成功報酬型料金体系により、同社と
店舗の双方にメリット）

ご成約キャンペーン

・ソーラーローン取扱高は、同社の住空間関連の７割超を占め、国内市場シェアは２割超(※)と業界トップクラス

※一般住宅向け太陽光発電システム出荷額をもとに、同社推定

・11月より、住宅メーカーと協業し、
脱炭素型住宅（ZEH）と電気自動車（EV）を
パッケージで申込可能なローンを開始

サステナビリティ/脱炭素社会の実現に向けた取り組み（国内）
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・飲食屋台等を営む小規模事業者がライセンス取得に際して入会する小規模事業者協会(会員180万名)と提携開始
・会員証に電子マネー決済と口座機能等を付与、売上代金の精算やイオンで卸売価格にて材料の仕入が可能
・加えて、社会保険料の支払いや補助金の入金口座設定により、小規模事業者の持続的な事業活動を支援

【概要図】 【カード券面】

【小規模事業者】

飲食（市場） 生鮮（市場） 飲食（モール内） 飲食（路面）

買物客

①協会アプリで入会申込

③お買い物、
協会アプリで
QR決済

④協会アプリへ精算

⑤代金精算

②会員証(カード)発行、口座開設

⑦代金精算(ポイント付与)

⑥卸値で仕入 ⑧現金引出

小規模事業者
協会

イオン

お金の流れ 物品の流れ

⑩補助金

政府

ACSマレーシア
電子マネー口座

⑨社会保険料
支払い

小規模事業者
（協会会員）

サステナビリティ/小規模事業者への支援（ACSマレーシア）



AEON Financial Service Co., Ltd.

・ 独立役員による客観的、中立な経営監視機能が十分に機能する体制を整備
・ 経営の透明性を高めるため、社外取締役の割合は3分の1以上
・新市場区分はプライム市場を選択、4月より移行予定

取締役会構成

取締役 監査役

人数 12名 4名

内、社外役員
4名

（内、女性1名）
3名

（内、女性1名）

内、独立役員
4名

（内、女性1名）
2名

（内、女性1名）

コーポレート・ガバナンス強化の取組み
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Ⅲ. 業績予想と配当方針
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親会社株主に
帰属する
当期純利益

営業収益

営業利益

250億円

２０２１年度
（計画）

4,600億円

510億円

40％： 60％

２０２５年度
（目標）

7,600億円

1,000億円

営業利益比率
国内：海外

営業収益

営業利益

業績予想/中期計画業績目標
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29 33 36 45 56 58 64 68 68 68 34 45 

66.0%

79.3%

57.0%

47.3%

40.1%

35.1% 35.0% 38.1% 37.2%
43.0% 41.7%

37.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

20

40

60

80

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

1株当たり配当金額(※1) 配当性向

配当の基本方針：配当性向1/3程度を維持、2021年度は記念配当4円を実施予定

※1 株式増減影響を控除後の数値

配当方針

（計画）

（円）
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Ⅳ. ご参考
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■格付情報

参考資料）外部評価

■インデックス

■外部評価

格付機関 長期 短期

日本格付
研究所

（JCR）

A
（安定的） J-1

格付投資
情報センター
（R&I）

A‐
（安定的）

A-1
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参考資料）コーポレートサイト

■当社コーポレートサイトに個人投資家の皆さまに向けたコンテンツを掲載

①「株主・投資家情報」

↓
②「個人投資家の皆さまへ」

※本日の説明資料は後日
「個人投資家向け説明会」ページに
掲載いたします
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本資料のうち、当社の将来的な経営戦略や営業方針、業績予測等にかかわるものは、

いずれも現時点において当社が把握している情報に基づいて想定、算出されたもの

であり、経済動向、業界での競争、市場需要、為替レート、税制や諸制度等に関わる

リスクをはじめとする様々な不確実要素を含んでおります。従って、将来、実際に公表

される業績等はこれらの種々の要素によって変動する可能性があります。
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